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2022年診療報酬改定 新設

●下肢創傷処置

●下肢創傷処置管理料
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2022改定
3月24日現在の情報
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https://www.aaa-amputation.net/

https://www.aaa-amputation.net/
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高水 勝

1985年 東北福祉大学 社会福祉学部卒業
1985年 東レ・メディカル株式会社 入社
1989年 スリーエム ヘルスケア株式会社 入職
2022年 スリーエム ジャパン株式会社 医療用製品事業部 マネジャー(現職)

＜資格・学会等＞
・日本医療機器テクノロジー協会 創傷被覆材部会 部会長
・日本褥瘡学会（業界代表枠）
評議員、保険委員、褥瘡対策用具推進委員、危機管理委員
・日本フットケア・足病医学会 ガイドライン委員会 アドバイザー（薬事・保険・医療制度等）
・日本医業経営コンサルタント協会 会員
・日本医療マネジメント学会 会員

利益相反はありません。
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3月4日（金）に、令和4年度の診療報酬改定の告示・通知が発出されました。
今後3月末からGW明けごろまで数本の疑義解釈がでて、ほぼ、運用のルールが固まります。
本日は3月24日時点での解説になります。
今後変更があるかもしれません。
また、高水の不勉強もあります。
その点は、何卒お許しいただければと存じます

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00037.html

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00037.html
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＜お詫びとお願い＞

●講演時のLIVEのQ&Aでは、その場での回答のため、質問の意

図の理解不足、チャットの読み間違い、説明の言葉が足りないこと
もありました。

●3月末に発出される疑義解釈を待って、セミナー終了後の追加
のご質問、ご指摘と併せ、再度、回答と補足をして、AAAのHPにUP
いたします。
少々、お待ちいただければと存じます。
疑義解釈が発出次第UPいたします。

●この資料は、講演スライドを追加・修正したものです。
（一覧表も一部修正しました）

●力不足、説明不足の点、何卒お許しいただければと存じます。
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＜レセプトの審査＞

レセプト審査は、都道府県や健康保険によって、解釈や運用にバラツキがあります。
今回のセミナーの解説は、必ずしも算定の絶対的な解釈や運用ではありません。
その点をお含みいただき・・・
都道府県厚生局、審査支払機関、健康保険組合等に相談しながらご判断下さい。

＜参考＞
●審査支払機関：47都道府県に2機関づつあります。
・社会保険診療報酬支払基金（社保）
・国民健康保険団体連合会（国保）

●審査枚数
・社会保険診療報酬支払基金：約8100万枚（月）
・国民健康保険団体連合会 ：約8400万枚（月）
全てを詳細に審査できないのが実情です。

●健康保険組合数
・全国に約3400の保険組合があり、そこでも審査をします。
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中央社会保険医療協議会総会（第356回）議事次第「横断的事項（その2）について」（2017年7月12日）（厚生労働省）
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中央社会保険医療協議会総会（第356回）議事次第「横断的事項（その2）について」（2017年7月12日）（厚生労働省）
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下肢創傷処置
J000-2

下肢創傷処置管理料
B001-36

下肢末梢動脈疾患
指導管理加算 Ｊ０３８

糖尿病合併症管理料
B001-20

静脈圧迫処置
Ｊ００１－10 

点数
１ 足部（踵を除く。）の浅い潰瘍 135点
２ 足趾の深い潰瘍又は踵の浅い潰瘍 147点
３ 足部（踵を除く。）の深い潰瘍又は踵の深い潰瘍 270点

500点（月一回） 100点（月一回） 170点（月一回）
200点（月一回）

150点（初回加算）

施設基準 なし
あり

・医師の配置

あり
・連携先に診療科の規定
・透析全患者への実施

あり
医師・看護師の配置

あり
・医師・看護師の配置

・必要な検査機器

算定場所

入院 〇 × 〇 × 〇

外来 〇 〇 〇 〇 〇

在宅 〇 〇 〇 × 〇

算定病棟

DPC × × 〇人工腎臓の加算 × ×

出来高 〇 × 〇人工腎臓の加算 × 〇

地域包括 × × 〇人工腎臓の加算 × ×

回復リハ × × 〇人工腎臓の加算 × ×

療養 〇 × 〇人工腎臓の加算 × 〇

算定期間 なし なし なし なし
標準は３カ月
初回の潰瘍の大きさが100cm2 
を超える場合は６カ月

算定条件 なし 下肢創傷処置を算定した月
慢性維持透析を実施している全て
の患者に対しリスク評価等を行う
ハイリスク患者を紹介をする

算定職種
医師、

医師の指示をうけた看護師
条件を満たした
医師のみ

医師、
医師の指示をうけた看護師

条件を満たした
医師・看護師

条件を満たした
医師・看護師

医師

領域・診療科 なし
整形外科、形成外科、皮膚科、外科、
心臓血管外科、循環器内科

なし 経験
血管外科、心臓血管外科、皮
膚科、形成外科、循環器内科

年数 なし 5年 なし 5年 なし

研修 なし 必要 なし なし 必要

専従・専任 なし なし なし 専任 専任

常勤 なし
常勤

（複数の合算 不可）
なし

常勤
（複数の合算 可能）

常勤
（複数の合算 不可）

看護職

領域・診療科 なし 不可 なし 経験 経験

年数 なし 不可 なし 5年 3年

研修 なし 不可 なし 16時間 必要

専従・専任 なし 不可 なし 専任 専任

常勤 なし 不可 なし なし 常勤

備考 創傷が異なればNPWTと併算定 可 糖尿病合併症管理料との併算定 不可 糖尿病合併症管理料との併算定 可 材料（弾性包帯等）は療養費で支給

創傷が異なれば多血小板血漿処置と併算定 可

創傷処置と併算定 不可

参考 熱傷処置／重度褥瘡処置は2ヶ月が限度

Takamizu
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Takamizu
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★施設基準
一定の人員要件や設備要件を充足している場合に、地方厚生(支)局長へ所定の
届出を行うことにより、診療報酬の算定において通常よりも高い点数が算定可能
となるもの。
具体的には、看護師の配置を手厚くすることにより算定が認められる入院
基本料等、約500種類の施設基準がある。

解説：診療報酬で「施設基準」が設定されているものは、その遵守が必須！

★医師、看護師等の診療報酬上の基準を見極める
５つのキーワード

（１）領域・診療科 ●●の領域に従事して・・・等
（２）年 数 経験年数の規定の有無
（３）研 修 所定の研修受講の義務の有無
（４）専従・専任 専従や専任の業務時間のしばりの有無
（５）常 勤 常勤のしばりの有無
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厚生労働省 令和４年度診療報酬改定 解説資料 2022-3-4
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厚生労働省 令和４年度診療報酬改定 解説資料 2022-3-4

施設基準はない
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Ｊ０００－２下肢創傷処置

１足部（踵を除く。）の浅い潰瘍 135点

２足趾の深い潰瘍又は踵の浅い潰瘍 147点

３足部（踵を除く。）の深い潰瘍又は踵の深い潰瘍 270点

通則

厚生労働省告示第54号 診療報酬の算定方法の一部を改正する件 2022-3-4
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Ｊ０００－２下肢創傷処置

(１) 各号に示す範囲とは、下肢創傷の部位及び潰瘍の深さをいう。

(２) 下肢創傷処置の対象となる部位は、足部、足趾又は踵であって、浅い潰瘍とは潰瘍

の深さが腱、筋、骨又は関節のいずれにも至らないものをいい、深い潰瘍とは潰瘍の深
さが腱、筋、骨又は関節のいずれかに至るものをいう。

(３) 下肢創傷処置を算定する場合は、区分番号「Ｊ０００」創傷処置、区分番号「Ｊ００１－
７」爪甲除去（麻酔を要しないもの）及び区分番号「Ｊ００１－８」穿刺排膿後薬液注入は
併せて算定できない。

(４) 複数の下肢創傷がある場合は主たるもののみ算定する。

(５) 軟膏の塗布又は湿布の貼付のみの処置では算定できない。

診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について(通知) 本文 令和4年3月4日保医発0304第1号

留意事項
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厚生労働省 令和４年度診療報酬改定 解説資料 2022-3-4

施設基準がある
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Ｂ００１ 特定疾患治療管理料

36 下肢創傷処置管理料 500点

注
別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方厚生局長等に届け出

た保険医療機関において、入院中の患者以外の患者であって、下肢の潰瘍を有するもの
に対して、下肢創傷処置に関する専門の知識を有する医師が、計画的な医学管理を継続
して行い、かつ、療養上必要な指導を行った場合に、区分番号Ｊ０００－２に掲げる下肢創
傷処置を算定した日の属する月において、月１回に限り算定する。ただし、区分番号Ｂ００
１の20に掲げる糖尿病合併症管理料は、別に算定できない。

厚生労働省告示第54号 診療報酬の算定方法の一部を改正する件 2022-3-4

通則
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第４の15 下肢創傷処置管理料

１下肢創傷処置管理料に関する施設基準

以下の要件を全て満たす常勤の医師が１名以上勤務していること。

(１) 整形外科、形成外科、皮膚科、外科、心臓血管外科又は循環器内科の診療に従事
した経験を５年以上有していること。

(２) 下肢創傷処置に関する適切な研修を修了していること。

２届出に関する事項

下肢創傷処置管理料の施設基準に係る届出は、別添２の様式５の14 を用いること。

特掲診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて 保医発0304第3号 令和4年3月4日

施設基準
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特掲診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて 保医発0304第3号 令和4年3月4日

施設基準



Takamizu

20

Ｂ００１ 特定疾患治療管理料

36 下肢創傷処置管理料

(１) 下肢創傷処置管理料は、入院中の患者以外の患者であって、下肢の潰瘍に対し継

続的な管理を必要とするものに対し、区分番号「Ｊ０００－２」に掲げる下肢創傷処置と
併せて、専門的な管理を行った場合に算定するものであり、下肢創傷処置に関する適
切な研修を修了した医師が、治療計画に基づき療養上の指導を行った場合に算定でき
る。

(２) 初回算定時に治療計画を作成し、患者及び家族等に説明して同意を得るとともに、
毎回の指導の要点を診療録に記載すること。

(３) 学会によるガイドライン等を参考にすること。

診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について(通知) 本文 令和4年3月4日保医発0304第1号

留意事項
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Ｊ０００創傷処置

１ 100平方センチメートル未満 52点
２ 100平方センチメートル以上500平方センチメートル未満 60点
３ 500平方センチメートル以上3,000平方センチメートル未満 90点
４ 3,000平方センチメートル以上6,000平方センチメートル未満 160点
５ 6,000平方センチメートル以上 275点

注１１については、入院中の患者以外の患者及び手術後の患者（入院中の患者に限

る。）についてのみ算定する。ただし、手術後の患者（入院中の患者に限る。）については
手術日から起算して14日を限度として算定する。

２区分番号Ｃ１０９に掲げる在宅寝たきり患者処置指導管理料、区分番号Ｃ１１２に掲げ

る在宅気管切開患者指導管理料又は区分番号Ｃ１１２－２に掲げる在宅喉頭摘出患者
指導管理料を算定している患者に対して行った創傷処置（熱傷に対するものを除く。）の
費用は算定しない。

３ ５については、６歳未満の乳幼児の場合は、乳幼児加算として、55点を加算する。

参考

厚生労働省告示第54号 診療報酬の算定方法の一部を改正する件 2022-3-4

通則
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Ｊ０００ 創傷処置

(１) 創傷処置、区分番号「Ｊ００１」熱傷処置、区分番号「Ｊ００１－４」重度褥瘡処置及び区分番号「Ｊ０５３」皮膚科軟
膏処置の各号に示す範囲とは、包帯等で被覆すべき創傷面の広さ又は軟膏処置を行うべき広さをいう。

(２) 同一疾病又はこれに起因する病変に対して創傷処置、皮膚科軟膏処置又は湿布処置が行われた場合は、それ
ぞれの部位の処置面積を合算し、その合算した広さを、いずれかの処置に係る区分に照らして算定するものとし、
併せて算定できない。

(３) 同一部位に対して創傷処置、皮膚科軟膏処置、面皰圧出法又は湿布処置が行われた場合はいずれか１つの
みにより算定し、併せて算定できない。

(４) 区分番号「Ｃ１０９」在宅寝たきり患者処置指導管理料、区分番号「Ｃ１１２」在宅気管切開患者指導管理料又は
区分番号「Ｃ１１２－２」在宅喉頭摘出患者指導管理料を算定している患者（これらに係る在宅療養指導管理材料加
算、薬剤料又は特定保険医療材料料のみを算定している者を含み、入院中の患者を除く。）については、創傷処置
（熱傷に対するものを除く。）、爪甲除去（麻酔を要しないもの）及び穿刺排膿後薬液注入の費用は算定できない。

(５) 手術後の患者に対する創傷処置は、その回数にかかわらず、１日につき所定点数のみにより算定する。

(６) 複数の部位の手術後の創傷処置については、それぞれの部位の処置面積を合算し、その合算した広さに該当
する点数により算定する。

(７) 中心静脈圧測定、静脈内注射、点滴注射、中心静脈注射及び植込型カテーテルによる中心静脈注射に係る穿
刺部位のガーゼ交換等の処置料及び材料料は、別に算定できない。

(８) 軟膏の塗布又は湿布の貼付のみの処置では算定できない。

参考

診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について(通知) 本文 令和4年3月4日保医発0304第1号

留意事項
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Ｊ００１ 熱傷処置

１ 100平方センチメートル未満 135点

２ 100平方センチメートル以上500平方センチメートル未満 147点

３ 500平方センチメートル以上3,000平方センチメートル未満 270点

４ 3,000平方センチメートル以上6,000平方センチメートル未満 504点

５ 6,000平方センチメートル以上 1,500点

注１ 初回の処置を行った日から起算して２月を経過するまでに行われた場合に限り算定し、それ以降
に行う当該処置については、区分番号Ｊ０００に掲げる創傷処置の例により算定する。

２ １については、入院中の患者以外の患者及び手術後の患者（入院中の患者に限る。）についてのみ
算定する。ただし、手術後の患者（入院中の患者に限る。）については手術日から起算して14日を限
度として算定する。

３ １については、第１度熱傷の場合は第１章基本診療料に含まれ、算定できない。

４ ４及び５については、６歳未満の乳幼児の場合は、乳幼児加算として、55点を加算する。

参考

厚生労働省告示第54号 診療報酬の算定方法の一部を改正する件 2022-3-4

通則
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Ｊ００１熱傷処置

(１) 熱傷処置を算定する場合は、区分番号「Ｊ０００」創傷処置、区分番号「Ｊ００１－

７」爪甲除去（麻酔を要しないもの）及び区分番号「Ｊ００１－８」穿刺排膿後薬液注入
は併せて算定できない。

(２) 熱傷には電撃傷、薬傷及び凍傷が含まれる。

(３) 「１」については、第１度熱傷のみでは算定できない。

参考

診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について(通知) 本文 令和4年3月4日保医発0304第1号

留意事項
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Ｊ００１－４重度褥瘡処置（１日につき）

１ 100平方センチメートル未満 90点

２ 100平方センチメートル以上500平方センチメートル未満 98点

３ 500平方センチメートル以上3,000平方センチメートル未満 150点

４ 3,000平方センチメートル以上6,000平方センチメートル未満 280点

５ 6,000平方センチメートル以上 500点

注１重度の褥瘡処置を必要とする患者に対して、初回の処置を行った日から起算して２

月を経過するまでに行われた場合に限り算定し、それ以降に行う当該処置については、
区分番号Ｊ０００に掲げる創傷処置の例により算定する。

２ １については、入院中の患者以外の患者及び手術後の患者（入院中の患者に限る。）

についてのみ算定する。ただし、手術後の患者（入院中の患者に限る。）については手術
日から起算して14日を限度として算定する。

参考

厚生労働省告示第54号 診療報酬の算定方法の一部を改正する件 2022-3-4

通則
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Ｊ００１－４重度褥瘡処置

(１) 皮下組織に至る褥瘡（筋肉、骨等に至る褥瘡を含む。）（DESIGN-R2020 分類d２
以上とする。）に対して褥瘡処置を行った場合に算定する。

(２) 重度褥瘡処置を算定する場合は、区分番号「Ｊ０００」創傷処置、区分番号「Ｊ００

１－７」爪甲除去（麻酔を要しないもの）及び区分番号「Ｊ００１－８」穿刺排膿後薬液
注入は併せて算定できない。

参考

診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について(通知) 本文 令和4年3月4日保医発0304第1号

留意事項
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Ｊ００３局所陰圧閉鎖処置（入院）（１日につき）

１ 100平方センチメートル未満 1,040点
２ 100平方センチメートル以上200平方センチメートル未満 1,060点
３ 200平方センチメートル以上 1,100点
注１初回の貼付に限り、１にあっては1,690点を、２にあっては2,650点を、３にあっては
3,300点を、初回加算として、それぞれ所定点数に加算する。
２初回の貼付に限り、持続洗浄を併せて実施した場合は、持続洗浄加算として、500点を所
定点数に加算する。
３新生児、３歳未満の乳幼児（新生児を除く。）又は３歳以上６歳未満の幼児に対して行っ

た場合は、新生児局所陰圧閉鎖加算、乳幼児局所陰圧閉鎖加算又は幼児局所陰圧閉鎖
加算として、それぞれ所定点数の100分の300、100分の100又は100分の50に相当する点
数を所定点数に加算する。

Ｊ００３－２局所陰圧閉鎖処置（入院外）（１日につき）
１ 100平方センチメートル未満 240点
２ 100平方センチメートル以上200平方センチメートル未満 270点
３ 200平方センチメートル以上 330点
注初回の貼付に限り、１にあっては1,690点を、２にあっては2,650点を、３にあっては3,300
点を、初回加算として、それぞれ所定点数に加算する。

参考

厚生労働省告示第54号 診療報酬の算定方法の一部を改正する件 2022-3-4

通則
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Ｊ００３局所陰圧閉鎖処置（入院）（１日につき）

(４) 局所陰圧閉鎖処置（入院）を算定する場合は、区分番号「Ｊ００１－４」重度褥瘡処置
及び区分番号「Ｊ０５３」皮膚科軟膏処置は併せて算定できない。

区分番号「Ｊ０００」創傷処置、区分番号「Ｊ０００－２」下肢創傷処置又は区分番号「Ｊ００
１」熱傷処置は併せて算定できるが、当該処置が対象とする創傷を重複して算定できな
い。

Ｊ００３－２局所陰圧閉鎖処置（入院外）（１日につき）

(４) 局所陰圧閉鎖処置（入院外）を算定する場合は、区分番号「Ｊ００１－４」重度褥瘡処
置及び区分番号「Ｊ０５３」皮膚科軟膏処置は併せて算定できない。

区分番号「Ｊ０００」創傷処置、区分番号「Ｊ０００－２」下肢創傷処置又は区分番号「Ｊ００
１」熱傷処置は併せて算定できるが、当該処置が対象とする創傷を重複して算定できな
い。

参考

診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について(通知) 本文 令和4年3月4日保医発0304第1号

留意事項
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Ｊ００３局所陰圧閉鎖処置（入院）（１日につき）

(１) 入院中の患者に対して処置を行った場合に限り算定できる。

(２) 「１」から「３」までに示す範囲は、局所陰圧閉鎖処置用材料で被覆すべき創傷面の広さをいう。

(３) 部位数にかかわらず、１日につき、所定点数により算定する。

(４) 局所陰圧閉鎖処置（入院）を算定する場合は、区分番号「Ｊ００１－４」重度褥瘡処置及び区分番号「Ｊ０５３」皮膚科軟膏処置は併せて算定できない。区分

番号「Ｊ０００」創傷処置、区分番号「Ｊ０００－２」下肢創傷処置又は区分番号「Ｊ００１」熱傷処置は併せて算定できるが、当該処置が対象とする創傷を重複し
て算定できない。

(５) 局所陰圧閉鎖処置（入院）終了後に多血小板血漿処置を行う場合は、区分番号「Ｊ００３－４」多血小板血漿処置を算定する。また、引き続き創傷部位の
処置（多血小板血漿処置を除く。）が必要な場合は、区分番号「Ｊ０００」創傷処置により算定する。

(６) 「注１」に規定する加算は、入院前に区分番号「Ｊ００３－２」局所陰圧閉鎖処置（入院外）を算定していた患者が、引き続き入院中に局所陰圧閉鎖処置（入
院）を行った場合は算定できない。

(７) 「注２」の持続洗浄加算については、局所感染を伴う難治性創傷（局所感染が存在するが、その拡大がなく、沈静化すると考えられる創傷及び汚染創に

限り、骨髄炎又は骨膜炎を除く。）に対して、持続洗浄を併せて実施した場合に算定する。持続洗浄加算を算定した場合は、診療報酬明細書の摘要欄にそ
の理由及び医学的根拠を詳細に記載すること。

(８) 骨髄炎又は骨膜炎を伴う難治性創傷に対して、局所陰圧閉鎖処置と洗浄を行った場合は、「注２」の持続洗浄加算は算定できず、区分番号「Ｊ０４０」局所
灌流の「２」骨膜・骨髄炎に対するものを併せて算定する。この場合は、診療報酬明細書の摘要欄にその理由及び医学的根拠を詳細に記載すること。

(９) 局所陰圧閉鎖処置（入院）を算定する場合は、特定保険医療材料の局所陰圧閉鎖処置用材料を併せて使用した場合に限り算定できる。ただし、切開創
手術部位感染のリスクを低減する目的で使用した場合は算定できない。

(10) 陰圧維持管理装置として単回使用の機器を使用し、局所陰圧閉鎖処置（入院）を算定する場合は、特定保険医療材料の局所陰圧閉鎖処置用材料を併
せて算定した日に週３回に限り算定できる。

(11) 初回加算を算定した日、陰圧維持管理装置として使用した機器及び本処置の医学的必要性を診療報酬明細書の摘要欄に記載すること。

(12) 「注３」の加算における所定点数とは、「注１」及び「注２」の加算を含まない点数である。

参考

診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について(通知) 本文 令和4年3月4日保医発0304第1号

留意事項
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Ｊ００３－２局所陰圧閉鎖処置（入院外）（１日につき）

(１) 入院中の患者以外の患者に対して陰圧創傷治療用カートリッジを用いて処置を行った場合に限り算定できる。

(２) 「１」から「３」までに示す範囲は、局所陰圧閉鎖処置用材料で被覆すべき創傷面の広さをいう。

(３) 部位数にかかわらず、１日につき、所定点数により算定する。

(４) 局所陰圧閉鎖処置（入院外）を算定する場合は、区分番号「Ｊ００１－４」重度褥瘡処置及び区分番号「Ｊ０５３」皮

膚科軟膏処置は併せて算定できない。区分番号「Ｊ０００」創傷処置、区分番号「Ｊ０００－２」下肢創傷処置又は区分
番号「Ｊ００１」熱傷処置は併せて算定できるが、当該処置が対象とする創傷を重複して算定できない。

(５) 局所陰圧閉鎖処置（入院外）終了後に多血小板血漿処置を行う場合は、区分番号「Ｊ００３－４」多血小板血漿処

置を算定する。また、引き続き創傷部位の処置（多血小板血漿処置を除く。）が必要な場合は、区分番号「Ｊ０００」創
傷処置により算定する。

(６) 「注」に規定する加算は、入院中に区分番号「Ｊ００３」局所陰圧閉鎖処置（入院）（１日につき）を算定していた患者
が引き続き入院外で局所陰圧閉鎖処置を実施した場合は算定できない。

(７) 局所陰圧閉鎖処置（入院外）を算定する場合は、特定保険医療材料の局所陰圧閉鎖処置用材料を併せて使用し
た場合に限り算定できる。ただし、切開創手術部位感染のリスクを低減する目的で使用した場合は算定できない。

参考

診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について(通知) 本文 令和4年3月4日保医発0304第1号

留意事項
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Ｊ００３－４多血小板血漿処置 4,190点

注１別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方厚生
局長等に届け出た保険医療機関において行われる場合に限り算定する。

２多血小板血漿しよう処置に伴って行われた採血等の費用は、所定点数に含
まれるものとする。

参考

厚生労働省告示第54号 診療報酬の算定方法の一部を改正する件 2022-3-4

通則
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Ｊ００３－４多血小板血漿処置

(１) トラフェルミン（遺伝子組換え）を用いた治療又は局所陰圧閉鎖処置を28 日以上行って

も効果が得られない難治性皮膚潰瘍に対して、多血小板血漿処置を行った場合に限り算
定する。なお、診療報酬明細書の摘要欄に当該処置を行う医学的必要性を記載すること。

(２) 一連につき２クールを限度として行い、１クール（４週間に限る。）につき１回を限度とし
て算定する。

(３) 部位数にかかわらず、所定点数により算定する。

(４) 多血小板血漿処置を算定する場合は、一連の期間内において、区分番号「Ｊ００１－４」

重度褥瘡処置、「Ｊ００３」局所陰圧閉鎖処置（入院）、「Ｊ００３－２」局所陰圧閉鎖処置（入
院外）及び「Ｊ０５３」皮膚科軟膏処置は併せて算定できない。

なお、区分番号「Ｊ０００」創傷処置、区分番号「Ｊ０００－２」下肢創傷処置又は「Ｊ００１」熱
傷処置は併せて算定できるが、当該処置が対象とする創傷を重複して算定できない。

参考

診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について(通知) 本文 令和4年3月4日保医発0304第1号

留意事項



Takamizu

33

下肢創傷処置
J000-2

下肢創傷処置管理料
B001-36

下肢末梢動脈疾患
指導管理加算 Ｊ０３８

糖尿病合併症管理料
B001-20

静脈圧迫処置
Ｊ００１－10 

点数
１ 足部（踵を除く。）の浅い潰瘍 135点
２ 足趾の深い潰瘍又は踵の浅い潰瘍 147点
３ 足部（踵を除く。）の深い潰瘍又は踵の深い潰瘍 270点

500点（月一回） 100点（月一回） 170点（月一回）
200点（月一回）

150点（初回加算）

施設基準 なし
あり

・医師の配置

あり
・連携先に診療科の規定
・透析全患者への実施

あり
医師・看護師の配置

あり
・医師・看護師の配置

・必要な検査機器

算定場所

入院 〇 × 〇 × 〇

外来 〇 〇 〇 〇 〇

在宅 〇 〇 〇 × 〇

算定病棟

DPC × × 〇人工腎臓の加算 × ×

出来高 〇 × 〇人工腎臓の加算 × 〇

地域包括 × × 〇人工腎臓の加算 × ×

回復リハ × × 〇人工腎臓の加算 × ×

療養 〇 × 〇人工腎臓の加算 × 〇

算定期間 なし なし なし なし
標準は３カ月
初回の潰瘍の大きさが100cm2 
を超える場合は６カ月

算定条件 なし 下肢創傷処置を算定した月
慢性維持透析を実施している全て
の患者に対しリスク評価等を行う
ハイリスク患者を紹介をする

算定職種
医師、

医師の指示をうけた看護師
条件を満たした
医師のみ

医師、
医師の指示をうけた看護師

条件を満たした
医師・看護師

条件を満たした
医師・看護師

医師

領域・診療科 なし
整形外科、形成外科、皮膚科、外科、
心臓血管外科、循環器内科

なし 経験
血管外科、心臓血管外科、皮
膚科、形成外科、循環器内科

年数 なし 5年 なし 5年 なし

研修 なし 必要 なし なし 必要

専従・専任 なし なし なし 専任 専任

常勤 なし
常勤

（複数の合算 不可）
なし

常勤
（複数の合算 可能）

常勤
（複数の合算 不可）

看護職

領域・診療科 なし 不可 なし 経験 経験

年数 なし 不可 なし 5年 3年

研修 なし 不可 なし 16時間 必要

専従・専任 なし 不可 なし 専任 専任

常勤 なし 不可 なし なし 常勤

備考 創傷が異なればNPWTと併算定 可 糖尿病合併症管理料との併算定 不可 糖尿病合併症管理料との併算定 可 材料（弾性包帯等）は療養費で支給

創傷が異なれば多血小板血漿処置と併算定 可

創傷処置と併算定 不可

参考 熱傷処置／重度褥瘡処置は2ヶ月が限度

Takamizu
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Ｊ０３８人工腎臓（１日につき）

10 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方厚生局長等に

届け出た保険医療機関において、人工腎臓を実施している患者に係る下肢末梢動脈
疾患の重症度等を評価し、療養上必要な指導管理を行った場合には、下肢末梢動脈
疾患指導管理加算として、月１回に限り所定点数に100点を加算する

厚生労働省告示第54号 診療報酬の算定方法の一部を改正する件 2022-3-4

通則
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第57 の２の２下肢末梢動脈疾患指導管理加算

１下肢末梢動脈疾患指導管理加算に関する施設基準

(１) 当該医療機関において慢性維持透析を実施している全ての患者に対し、下肢末梢動脈疾患に関

するリスク評価を行っていること。また、当該内容を元に当該医療機関において慢性維持透析を実施
している全ての患者に指導管理等を行い、臨床所見、検査実施日、検査結果及及び指導内容等を診
療録に記載していること。

(２) 検査の結果、ＡＢＩ検査0.7 以下又はＳＰＰ検査40mmHg 以下の患者については、患者や家族に説

明を行い、同意を得た上で、専門的な治療体制を有している医療機関へ紹介を行っていること。また、
当該医療機関が専門的な治療体制を有している医療機関の要件を満たしている場合は、当該医療
機関内の専門科と連携を行っていること。

(３) 専門的な治療体制を有している医療機関をあらかじめ定めた上で、当該医療機関について事前

に届出を行っていること。また、当該医療機関について、院内掲示をすること。なお、専門的な治療体
制を有している医療機関とは、次に掲げるアからウまでの全ての診療科を標榜している病院のことを
いう。
ア循環器内科
イ胸部外科又は血管外科
ウ整形外科、皮膚科又は形成外科

２届出に関する事項
下肢末梢動脈疾患指導管理加算の施設基準に係る届出は別添２の様式49 の３の２を用いること。

特掲診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて 保医発0304第3号 令和4年3月4日

施設基準
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特掲診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて 保医発0304第3号 令和4年3月4日

施設基準



Takamizu

38

Ｊ０３８ 人工腎臓

(20) 「注10」の下肢末梢動脈疾患指導管理加算は、当該保険医療機関において慢性維
持透析を実施している全ての患者に対しリスク評価等を行った場合に算定できる。
その際「血液透析患者における心血管合併症の評価と治療に関するガイドライン」等に基
づき、下肢動脈の触診や下垂試験・挙上試験等を実施した上で、
下肢末梢動脈の虚血性病変が疑われる場合には足関節上腕血圧比（ＡＢＩ）検査又は皮
膚組織灌流圧（ＳＰＰ）検査によるリスク評価を行っていること。

また、ＡＢＩ検査0.7 以下又はＳＰＰ検査40mmHg 以下の患者については、専門的な治療体
制を有している保険医療機関へ紹介を行うこと。

当該保険医療機関が専門的な治療体制を有している保険医療機関の要件を満たしてい
る場合は、当該保険医療機関内の専門科と連携を行っていること。

診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について(通知) 本文 令和4年3月4日保医発0304第1号

留意事項
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下肢創傷処置
J000-2

下肢創傷処置管理料
B001-36

下肢末梢動脈疾患
指導管理加算 Ｊ０３８

糖尿病合併症管理料
B001-20

静脈圧迫処置
Ｊ００１－10 

点数
１ 足部（踵を除く。）の浅い潰瘍 135点
２ 足趾の深い潰瘍又は踵の浅い潰瘍 147点
３ 足部（踵を除く。）の深い潰瘍又は踵の深い潰瘍 270点

500点（月一回） 100点（月一回） 170点（月一回）
200点（月一回）

150点（初回加算）

施設基準 なし
あり

・医師の配置

あり
・連携先に診療科の規定
・透析全患者への実施

あり
医師・看護師の配置

あり
・医師・看護師の配置

・必要な検査機器

算定場所

入院 〇 × 〇 × 〇

外来 〇 〇 〇 〇 〇

在宅 〇 〇 〇 × 〇

算定病棟

DPC × × 〇人工腎臓の加算 × ×

出来高 〇 × 〇人工腎臓の加算 × 〇

地域包括 × × 〇人工腎臓の加算 × ×

回復リハ × × 〇人工腎臓の加算 × ×

療養 〇 × 〇人工腎臓の加算 × 〇

算定期間 なし なし なし なし
標準は３カ月
初回の潰瘍の大きさが100cm2 
を超える場合は６カ月

算定条件 なし 下肢創傷処置を算定した月
慢性維持透析を実施している全て
の患者に対しリスク評価等を行う
ハイリスク患者を紹介をする

算定職種
医師、

医師の指示をうけた看護師
条件を満たした
医師のみ

医師、
医師の指示をうけた看護師

条件を満たした
医師・看護師

条件を満たした
医師・看護師

医師

領域・診療科 なし
整形外科、形成外科、皮膚科、外科、
心臓血管外科、循環器内科

なし 経験
血管外科、心臓血管外科、皮
膚科、形成外科、循環器内科

年数 なし 5年 なし 5年 なし

研修 なし 必要 なし なし 必要

専従・専任 なし なし なし 専任 専任

常勤 なし
常勤

（複数の合算 不可）
なし

常勤
（複数の合算 可能）

常勤
（複数の合算 不可）

看護職

領域・診療科 なし 不可 なし 経験 経験

年数 なし 不可 なし 5年 3年

研修 なし 不可 なし 16時間 必要

専従・専任 なし 不可 なし 専任 専任

常勤 なし 不可 なし なし 常勤

備考 創傷が異なればNPWTと併算定 可 糖尿病合併症管理料との併算定 不可 糖尿病合併症管理料との併算定 可 材料（弾性包帯等）は療養費で支給

創傷が異なれば多血小板血漿処置と併算定 可

創傷処置と併算定 不可

参考 熱傷処置／重度褥瘡処置は2ヶ月が限度

Takamizu



Takamizu

40

Ｂ００１ 特定疾患治療管理料

20 糖尿病合併症管理料 170点

注１ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方厚生局長等に
届け出た保険医療機関において、糖尿病足病変ハイリスク要因を有し、医師が糖尿病
足病変に関する指導の必要性があると認めた入院中の患者以外の患者に対して、医師
又は医師の指示に基づき看護師が当該指導を行った場合に、月１回に限り算定する。

２ １回の指導時間は30分以上でなければならないものとする。

厚生労働省告示第54号 診療報酬の算定方法の一部を改正する件 2022-3-4

通則



Takamizu

41

第４糖尿病合併症管理料

１糖尿病合併症管理料に関する施設基準

(１) 当該保険医療機関内に糖尿病治療及び糖尿病足病変の診療に従事した経験を５年以上有

する専任の常勤医師が１名以上配置されていること。なお、週３日以上常態として勤務しており、
かつ、所定労働時間が週22 時間以上の勤務を行っている専任の非常勤医師（糖尿病治療及び

糖尿病足病変の診療に従事した経験を５年以上有する医師に限る。）を２名以上組み合わせる
ことにより、常勤医師の勤務時間帯と同じ時間帯にこれらの非常勤医師が配置されている場合
には、当該基準を満たしていることとみなすことができる。

(２) 当該保険医療機関内に糖尿病足病変患者の看護に従事した経験を５年以上有する専任の

看護師であって、糖尿病足病変の指導に係る適切な研修を修了した者が１名以上配置されてい
ること。
なお、ここでいう適切な研修とは、次のものをいうこと。
ア国又は医療関係団体等（糖尿病重症化予防（フットケア）研修を行っている日本糖尿病教育・
看護学会等）が主催する研修であること。
イ糖尿病患者へのフットケアの意義・基礎知識、糖尿病足病変に対する評価方法、フットケア技
術、セルフケア支援及び事例分析・評価等の内容が含まれるものであること。
ウ糖尿病足病変に関する患者指導について十分な知識及び経験のある看護師等が行う演習
が含まれるものであること。
エ通算して16 時間以上のものであること。

２届出に関する事項
糖尿病合併症管理料の施設基準に係る届出は、別添２の２を用いること。

特掲診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて 保医発0304第3号 令和4年3月4日

施設基準
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特掲診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて 保医発0304第3号 令和4年3月4日

施設基準



Takamizu

43

Ｂ００１ 特定疾患治療管理料

20 糖尿病合併症管理料
(１) 糖尿病合併症管理料は、次に掲げるいずれかの糖尿病足病変ハイリスク要因を有する入院中の患者以外の患者（通院する患
者のことをいい、在宅での療養を行うものを除く。）に対し、医師が糖尿病足病変に関する指導の必要性があると認めた場合に、月１
回に限り算定する。

ア 足潰瘍、足趾・下肢切断既往
イ 閉塞性動脈硬化症
ウ 糖尿病神経障害

(２) 当該管理料は、専任の常勤医師又は当該医師の指示を受けた専任の看護師が、(１)の患者に対し、爪甲切除（陥入爪、肥厚爪
又は爪白癬等に対して麻酔を要しないで行うもの）、角質除去、足浴等を必要に応じて実施するとともに、足の状態の観察方法、足
の清潔・爪切り等の足のセルフケア方法、正しい靴の選択方法についての指導を行った場合に算定する。

(３) 当該管理料を算定すべき指導の実施に当たっては、専任の常勤医師又は当該医師の指示を受けた専任の看護師が、糖尿病足
病変ハイリスク要因に関する評価を行い、その結果に基づいて、指導計画を作成すること。

(４) 当該管理を実施する医師又は看護師は、糖尿病足病変ハイリスク要因に関する評価結果、指導計画及び実施した指導内容を
診療録又は療養指導記録に記載すること。

(５) 同一月又は同一日においても第２章第１部の各区分に規定する他の医学管理等及び第２部第２節第１款の各区分に規定する在
宅療養指導管理料は併算定できる。

(６) (２)及び(３)の常勤医師については、週３日以上常態として勤務しており、かつ、所定労働時間が週22 時間以上の勤務を行って
いる専任の非常勤医師（糖尿病治療及び糖尿病足病変の診療に従事した経験を５年以上有する医師に限る。）を２名以上組み合わ
せることにより、常勤医師の勤務時間帯と同じ時間帯に当該医師が配置されている場合には、当該２名以上の非常勤医師が連携し
て当該管理料に係る指導を実施した場合に限り、常勤医師の配置基準を満たしているものとして算定できる。

留意事項

診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について(通知) 本文 令和4年3月4日保医発0304第1号
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下肢創傷処置
J000-2

下肢創傷処置管理料
B001-36

下肢末梢動脈疾患
指導管理加算 Ｊ０３８

糖尿病合併症管理料
B001-20

静脈圧迫処置
Ｊ００１－10 

点数
１ 足部（踵を除く。）の浅い潰瘍 135点
２ 足趾の深い潰瘍又は踵の浅い潰瘍 147点
３ 足部（踵を除く。）の深い潰瘍又は踵の深い潰瘍 270点

500点（月一回） 100点（月一回） 170点（月一回）
200点（月一回）

150点（初回加算）

施設基準 なし
あり

・医師の配置

あり
・連携先に診療科の規定
・透析全患者への実施

あり
医師・看護師の配置

あり
・医師・看護師の配置

・必要な検査機器

算定場所

入院 〇 × 〇 × 〇

外来 〇 〇 〇 〇 〇

在宅 〇 〇 〇 × 〇

算定病棟

DPC × × 〇人工腎臓の加算 × ×

出来高 〇 × 〇人工腎臓の加算 × 〇

地域包括 × × 〇人工腎臓の加算 × ×

回復リハ × × 〇人工腎臓の加算 × ×

療養 〇 × 〇人工腎臓の加算 × 〇

算定期間 なし なし なし なし
標準は３カ月
初回の潰瘍の大きさが100cm2 
を超える場合は６カ月

算定条件 なし 下肢創傷処置を算定した月
慢性維持透析を実施している全て
の患者に対しリスク評価等を行う
ハイリスク患者を紹介をする

算定職種
医師、

医師の指示をうけた看護師
条件を満たした
医師のみ

医師、
医師の指示をうけた看護師

条件を満たした
医師・看護師

条件を満たした
医師・看護師

医師

領域・診療科 なし
整形外科、形成外科、皮膚科、外科、
心臓血管外科、循環器内科

なし 経験
血管外科、心臓血管外科、皮
膚科、形成外科、循環器内科

年数 なし 5年 なし 5年 なし

研修 なし 必要 なし なし 必要

専従・専任 なし なし なし 専任 専任

常勤 なし
常勤

（複数の合算 不可）
なし

常勤
（複数の合算 可能）

常勤
（複数の合算 不可）

看護職

領域・診療科 なし 不可 なし 経験 経験

年数 なし 不可 なし 5年 3年

研修 なし 不可 なし 16時間 必要

専従・専任 なし 不可 なし 専任 専任

常勤 なし 不可 なし なし 常勤

備考 創傷が異なればNPWTと併算定 可 糖尿病合併症管理料との併算定 不可 糖尿病合併症管理料との併算定 可 材料（弾性包帯等）は療養費で支給

創傷が異なれば多血小板血漿処置と併算定 可

創傷処置と併算定 不可

参考 熱傷処置／重度褥瘡処置は2ヶ月が限度

Takamizu



Takamizu

45

Ｊ００１－10 静脈圧迫処置（慢性静脈不全に対するもの） 200点

注１別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方厚生局長等
に届け出た保険医療機関において行われる場合に限り算定する。

２初回の処置を行った場合は、静脈圧迫処置初回加算として、初回に限り150点を所
定点数に加算する。

厚生労働省告示第54号 診療報酬の算定方法の一部を改正する件 2022-3-4

通則
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第56 の２の３静脈圧迫処置（慢性静脈不全に対するもの）

１静脈圧迫処置の施設基準

(１) 血管外科、心臓血管外科、皮膚科、形成外科又は循環器内科を専ら担当する専任
の常勤医師１名以上及び専任の常勤看護師１名以上が勤務していること。

(２) 静脈疾患に係る３年以上の経験を有しており、所定の研修を修了した専任の常勤
医師が１名以上配置していること。

(３) 静脈疾患の診断に必要な検査機器を備えている又は当該検査機器を備えている
他の医療機関と連携していること。

２届出に関する事項

静脈圧迫処置の施設基準に係る届出は、別添２の様式48 の５を用いること。

施設基準

特掲診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて 保医発0304第3号 令和4年3月4日
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特掲診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて 保医発0304第3号 令和4年3月4日

施設基準
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Ｊ００１－10 静脈圧迫処置（慢性静脈不全に対するもの）

(１) 静脈圧迫処置は、慢性静脈不全による難治性潰瘍の患者であって、次のいずれにも該当する場合に、月に１
回に限り、３月を限度として算定する。ただし、初回の潰瘍の大きさが100cm2 を超える場合は６月を限度として算
定する。

ア２週間以上持続し、他の治療法によっては治癒又は改善しない下肢の難治性潰瘍を有する患者である場合。

イ次のいずれかの方法により、慢性静脈不全と診断された患者であって、それ以外の原因が否定されている場合。

①下肢静脈超音波検査により、表在静脈において0.5 秒、深部静脈において１秒を超える逆流所見が認められる
場合又は深部静脈において有意な閉塞所見が認められる場合
②動脈性静脈性混合性潰瘍が疑われる場合であって、足関節上腕血圧比（ＡＢＩ）検査0.5 以上の場合

(２) 静脈圧迫処置は、専任の医師が直接行うもの又は専任の医師の指導の下、専任の看護師が行うものについ
て算定する。なお、当該医師又は看護師は、関連学会が主催する所定の研修会を受講していること。

(３) 静脈圧迫処置は、弾性着衣又は弾性包帯による圧迫、圧迫下の運動及び患肢のスキンケアによるセルフケア
指導を適切に組み合わせて、処置及び指導を行った場合に算定する。

(４) 関連学会が定める指針等を遵守すること。

(５) 診療報酬の請求に当たって、診療報酬明細書の摘要欄に、難治性潰瘍の所見（潰瘍の持続期間、部位、深達

度及び面積を含む。）、これまでの治療経過、慢性静脈不全と診断した根拠（下肢静脈超音波検査等の所見）、静
脈圧迫処置を必要とする医学的理由及び指導内容について記載すること。

診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について(通知) 本文 令和4年3月4日保医発0304第1号

留意事項
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疑義解釈資料の送付について（その１）事務連絡 令和２年３月31 日

2020改定
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標記につ いては、今般、「診療報酬の算定方法の一部を改正する件」（ 令和２年厚生労働省告示第 57 号が告示
され、同告示の「Ｊ００１－ 10 静脈圧迫処置（ 慢性静脈不全に対するもの ）」 が令和２年４月１日より適用されること
となったところであ り、これに伴い 、慢性静脈不全による難治性潰瘍治療 （圧迫療法のための弾性ストッキング及
び弾性包帯（ 以下「弾性着衣等」と 言う 。 に係る療養費の取扱いを下記のとおりとするので、関係者に対し周知を
図るとともに、その実施に遺憾のないよう 御 配慮いただきたい。

記
１目的
慢性静脈不全による難治性潰瘍の治療を目的とした弾性着衣等の購入費用について、療養費として支給する。

２支給対象
上記の慢性静脈不全による難治性潰瘍の治療のために、医師の指示に基づき購入される患者の弾性着衣等につ
いて、 当該治療において 1 回に限り 療養費の支給対象とする。

３適用年月日
本通知による取扱いは、令和２年４月１日から適用する。

慢性静脈不全による難治性潰瘍治療のための弾性着衣等に係る療養費の支給について（令和2年3月27日保発0327第５号）
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１ 支給対象

「診療報酬の算定方法の一部を改正する件」（令和２年厚生労働省告示第57 号）の「Ｊ００１－10 静
脈圧迫処置（慢性静脈不全に対するもの）」が行われた患者であって、医師の指示に基づき販売店
等で購入される当該患者の弾性着衣等について、療養費の支給対象とする（当該処置に際し、保険
医療機関で弾性着衣等を給付した場合、処置に要する材料等は所定点数に含まれるため療養費の
対象とはしない。）。

２ 弾性着衣等の支給
（１）支給回数
弾性着衣等は、１回に限り療養費の支給対象とする。ただし、患者の疾患が治癒した後、再発した場
合は、再度支給して差し支えない。
なお、１度に購入する弾性着衣等は、洗い替えを考慮し、装着部位毎に２着（弾性包帯の場合は２
巻）を限度とする(パンティストッキングタイプの弾性ストッキングについては、両下肢で１着となること
から、両下肢に必要な場合であっても２着を限度とする。)。

（２）製品の着圧
弾性ストッキングについては、30 ㎜ Hg 以上の着圧のものを支給の対象とする。
ただし、強い着圧では明らかに装着に支障をきたす場合など、医師の判断により特別の指示がある
場合は15mmHg 以上の着圧であっても支給して差し支えない。

慢性静脈不全による難治性潰瘍治療のための弾性着衣等に係る療養費の支給における留意事項について（令和2年3月27日保医発0327第８号）
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（３）支給申請費用
療養費として支給する額は、弾性ストッキングについては１着あたり28,000円（片足用の場合は25,000 
円)を上限とし、また、弾性包帯（筒状包帯、パッティング包帯、粘着テープ等を含む。）については１巻
あたり14,000 円を上限とし、弾性着衣等の購入に要した費用の範囲内とすること。

（４）その他
弾性包帯については、医師の判断により弾性ストッキングを使用できないと指示がある場合に限り、
療養費として支給する。

３ 療養費の支給申請書には、次の書類を添付させ、治療用として必要がある旨を確認した上で、適
正な療養費の支給に努められたいこと。

（１）療養担当に当たる医師の弾性着衣等の装着指示書（装着部位等が明記されていること。別紙様
式を参照のこと。）

（２）弾性着衣等を購入した際の領収書又は費用の額を証する書類（３）弾性ストッキングを購入した
場合、品名、購入数、着圧が確認できるもの。弾性包帯を購入した場合、品名、購入数、タイプ（弾性
包帯、筒状包帯、パッティング包帯、粘着テープ等）が確認できるもの（それらの内容が記載された領
収書又は費用の額を証する書類でも差し支えない。）

慢性静脈不全による難治性潰瘍治療のための弾性着衣等に係る療養費の支給における留意事項について（令和2年3月27日保医発0327第８号）
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下肢創傷処置
J000-2

下肢創傷処置管理料
B001-36

下肢末梢動脈疾患
指導管理加算 Ｊ０３８

糖尿病合併症管理料
B001-20

静脈圧迫処置
Ｊ００１－10 

点数
１ 足部（踵を除く。）の浅い潰瘍 135点
２ 足趾の深い潰瘍又は踵の浅い潰瘍 147点
３ 足部（踵を除く。）の深い潰瘍又は踵の深い潰瘍 270点

500点（月一回） 100点（月一回） 170点（月一回）
200点（月一回）

150点（初回加算）

施設基準 なし
あり

・医師の配置

あり
・連携先に診療科の規定
・透析全患者への実施

あり
医師・看護師の配置

あり
・医師・看護師の配置

・必要な検査機器

算定場所

入院 〇 × 〇 × 〇

外来 〇 〇 〇 〇 〇

在宅 〇 〇 〇 × 〇

算定病棟

DPC × × 〇人工腎臓の加算 × ×

出来高 〇 × 〇人工腎臓の加算 × 〇

地域包括 × × 〇人工腎臓の加算 × ×

回復リハ × × 〇人工腎臓の加算 × ×

療養 〇 × 〇人工腎臓の加算 × 〇

算定期間 なし なし なし なし
標準は３カ月
初回の潰瘍の大きさが100cm2 
を超える場合は６カ月

算定条件 なし 下肢創傷処置を算定した月
慢性維持透析を実施している全て
の患者に対しリスク評価等を行う
ハイリスク患者を紹介をする

算定職種
医師、

医師の指示をうけた看護師
条件を満たした
医師のみ

医師、
医師の指示をうけた看護師

条件を満たした
医師・看護師

条件を満たした
医師・看護師

医師

領域・診療科 なし
整形外科、形成外科、皮膚科、外科、
心臓血管外科、循環器内科

なし 経験
血管外科、心臓血管外科、皮
膚科、形成外科、循環器内科

年数 なし 5年 なし 5年 なし

研修 なし 必要 なし なし 必要

専従・専任 なし なし なし 専任 専任

常勤 なし
常勤

（複数の合算 不可）
なし

常勤
（複数の合算 可能）

常勤
（複数の合算 不可）

看護職

領域・診療科 なし 不可 なし 経験 経験

年数 なし 不可 なし 5年 3年

研修 なし 不可 なし 16時間 必要

専従・専任 なし 不可 なし 専任 専任

常勤 なし 不可 なし なし 常勤

備考 創傷が異なればNPWTと併算定 可 糖尿病合併症管理料との併算定 不可 糖尿病合併症管理料との併算定 可 材料（弾性包帯等）は療養費で支給

創傷が異なれば多血小板血漿処置と併算定 可

創傷処置と併算定 不可

参考 熱傷処置／重度褥瘡処置は2ヶ月が限度

Takamizu
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材料等の負担の原則
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第９部処置

＜通則＞
１ 処置の費用は、第１節処置料及び第２節処置医療機器等加算、第３節薬剤料又は第４節特定保険医
療材料料に掲げる所定点数を合算した点数によって算定する。この場合において、処置に当たって通
常使用される包帯（頭部・頸部・躯幹等固定用伸縮性包帯を含む。）、ガーゼ等衛生材料、患者の衣類
及び保険医療材料の費用は、所定点数に含まれており、別に算定できない。なお、処置に用いる衛生
材料を患者に持参させ、又は処方せんにより投与するなど患者の自己負担とすることは認められない。

２ 特に規定する場合を除き、患者に対して特定保険医療材料又は薬剤を支給したときは、これに要す
る費用として、特定保険医療材料については「特定保険医療材料及びその材料価格（材料価格基準）」
の定めるところにより、薬剤については「使用薬剤の薬価（薬価基準）」の定めるところにより算定する。
なお、この場合、薬剤費の算定の単位は１回に使用した総量の価格であり、患者に対して施用した場合
に限り、特に規定する場合を除き算定できるものであるが、投薬の部に掲げる処方料、調剤料、処方せ
ん料及び調剤技術基本料並びに注射の部に掲げる注射料は、別に算定できない。

３ 浣腸、注腸、吸入、100平方センチメートル未満の第１度熱傷の熱傷処置、100平方センチメートル未
満の皮膚科軟膏処置、洗眼、点眼、点耳、簡単な耳垢栓除去、鼻洗浄、狭い範囲の湿布処置その他第
１節処置料に掲げられていない処置であって簡単な処置（簡単な物理療法を含む。）の費用は、基本診
療料に含まれるものとし、別に算定することはできない。
なお、処置に対する費用が別に算定できない場合（処置後の薬剤病巣撒布を含む。）であっても、処置
に際して薬剤を使用した場合には、第３節薬剤料に定めるところにより薬剤料を算定することはできる。

診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について(通知) 本文 令和4年3月4日保医発0304第1号
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療養の給付と直接関係ないサービス等の取扱いについて
保医発第0 9 0 1 0 0 2 号
平成１７ 年９ 月１ 日 一部改正平成１７ 年１０ 月１ 日
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療養担当規則・・・実費徴収ができるもの
２ 療養の給付と直接関係ないサービス等
療養の給付と直接関係ないサービス等の具体例としては、次に掲げるものが挙げられること。

⑴ 日常生活上のサービスに係る費用
ア おむつ代、尿とりパット代、腹帯代、Ｔ字帯代
イ 病衣貸与代（手術、検査等を行う場合の病衣貸与を除く。）
ウ テレビ代
エ 理髪代
オ クリーニング代
カ ゲーム機、パソコン（インターネットの利用等）の貸出し
キ ＭＤ、ＣＤ、ＤＶＤ各プレイヤーの貸出し及びそのソフトの貸出し
ク 患者図書館の利用料等

⑵公的保険給付とは関係のない文書の発行に係る費用
ア 証明書代（例）産業医が主治医に依頼する職場復帰等に関する意見書、
生命保険等に必要な診断書等の作成代等

イ 診療録の開示手数料（閲覧、写しの交付等に係る手数料）
ウ 外国人患者が自国の保険請求等に必要な診断書等の翻訳料等

⑶ 診療報酬点数表上実費徴収が可能なものとして明記されている費用
ア 在宅医療に係る交通費
イ 薬剤の容器代（ただし、原則として保険医療機関等から患者へ貸与するものとする。） 等

⑷ 医療行為ではあるが治療中の疾病又は負傷に対するものではないものに係る費用
ア インフルエンザ等の予防接種
イ 美容形成（しみとり等）
ウ ニコチン貼付剤の処方等

⑸ その他
ア 保険薬局における患家への調剤した医薬品の持参料
イ 日本語を理解できない患者に対する通訳料
ウ 他院より借りたフィルムの返却時の郵送代
エ 院内併設プールで行なうマタニティースイミングに係る費用
オ 患者の自己利用目的によるレントゲンのコピー代等

療養の給付と直接関係ないサービス等の取扱いについて
保医発第0 9 0 1 0 0 2 号
平成１７ 年９ 月１ 日 一部改正平成１７ 年１０ 月１ 日
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療養担当規則・・・実費徴収ができないもの

療養の給付と直接関係ないサービス等とはいえないもの
療養の給付と直接関係ないサービス等とはいえないものとしては、
具体的には次に掲げるものが挙げられること。

⑴手技料等に包括されている材料やサービスに係る費用
ア 入院環境等に係るもの
（例） シーツ代、冷暖房代、電気代（ヘッドホンステレオ等を使用した際の充電に係るもの等）、

清拭用タオル代、おむつの処理費用、電気アンカ・電気毛布の使用料、在宅療養者の電話診療、
医療相談、血液検査など検査結果の印刷費用代等

イ 材料に係るもの
（例） 衛生材料代（ガーゼ代、絆創膏代等）、おむつ交換や吸引などの処置時に使用する手袋代、

手術に通常使用する材料代（縫合糸代等）、ウロバッグ代、
皮膚過敏症に対するカブレ防止テープの提供、骨折や捻挫などの際に使用するサポーターや
三角巾、医療機関が提供する在宅医療で使用する衛生材料等、医師の指示によるスポイト代、
散剤のカプセル充填のカプセル代、一包化した場合の分包紙代及びユニパック代等

ウ サービスに係るもの
（例） 手術前の剃毛代、医療法等において設置が義務付けられている相談窓口での相談、

車椅子用座布団等の消毒洗浄費用、インターネット等より取得した診療情報の提供、
食事時のとろみ剤やフレーバーの費用等

⑵診療報酬の算定上、回数制限のある検査等を規定回数以上に行った場合の費用
（費用を徴収できるものとして、別に厚生労働大臣の定めるものを除く。）

⑶新薬、新医療機器、先進医療等に係る費用
ア 薬事法上の承認前の医薬品・医療機器（治験に係るものを除く。）
イ 適応外使用の医薬品（選定療養を除く。）
ウ 保険適用となっていない治療方法(高度先進医療及び先進医療を除く｡) 等

療養の給付と直接関係ないサービス等の取扱いについて
保医発第0 9 0 1 0 0 2 号
平成１７ 年９ 月１ 日 一部改正平成１７ 年１０ 月１ 日
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Ｈ００２運動器リハビリテーション料
１運動器リハビリテーション料（Ⅰ）（１単位） 185点
２運動器リハビリテーション料（Ⅱ）（１単位） 170点
３運動器リハビリテーション料（Ⅲ）（１単位） 85点

注１別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方厚生局長等に届け出た保険医療機関において、別に厚生労働大臣が定める患者に対して個別療法であるリ
ハビリテーションを行った場合に、当該基準に係る区分に従って、それぞれ発症、手術若しくは急性増悪又は最初に診断された日から150日を限度として所定点数を算定する。ただし、
別に厚生労働大臣が定める患者について、治療を継続することにより状態の改善が期待できると医学的に判断される場合その他の別に厚生労働大臣が定める場合には、150日を超
えて所定点数を算定することができる。

２注１本文に規定する別に厚生労働大臣が定める患者であって入院中のもの又は入院中の患者以外の患者（大腿骨頸部骨折の患者であって、当該保険医療機関を退院したもの又

は他の保険医療機関を退院したもの（区分番号Ａ２４６の注４に掲げる地域連携診療計画加算を算定した患者に限る。）に限る。）に対してリハビリテーションを行った場合は、それぞ
れ発症、手術又は急性増悪から30日を限度として、早期リハビリテーション加算として、１単位につき30点を所定点数に加算する。

３別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方厚生局長等に届け出た保険医療機関において、注１本文に規定する別に厚生労働大臣が定める患者であって

入院中のもの又は入院中の患者以外の患者（大腿骨頸部骨折の患者であって、当該保険医療機関を退院したもの又は他の保険医療機関を退院したもの（区分番号Ａ２４６の注４に
掲げる地域連携診療計画加算を算定した患者に限る。）に限る。）に対してリハビリテーションを行った場合は、それぞれ発症、手術又は急性増悪から14日を限度として、初期加算とし
て、１単位につき45点を更に所定点数に加算する。

４注１本文の規定にかかわらず、注１本文に規定する別に厚生労働大臣が定める患者であって、要介護被保険者等以外のものに対して、必要があってそれぞれ発症、手術若しくは
急性増悪又は最初に診断された日から150日を超えてリハビリテーションを行った場合は、１月13単位に限り、算定できるものとする。

５注１本文の規定にかかわらず、注１本文に規定する別に厚生労働大臣が定める患者であって、入院中の要介護被保険者等に対して、必要があってそれぞれ発症、手術若しくは急
性増悪又は最初に診断された日から150日を超えてリハビリテーションを行った場合は、１月13単位に限り、注１に規定する施設基準に係る区分に従い、次に掲げる点数を算定できる
ものとする。
イ運動器リハビリテーション料（Ⅰ）（１単位） 111点
ロ運動器リハビリテーション料（Ⅱ）（１単位） 102点
ハ運動器リハビリテーション料（Ⅲ）（１単位） 51点

６注１本文に規定する別に厚生労働大臣が定める患者（要介護被保険者等に限る。）に対し、それぞれ発症、手術若しくは急性増悪又は最初に診断された日から、50日を経過した後
に、引き続きリハビリテーションを実施する場合において、過去３月以内にＨ００３－４に掲げる目標設定等支援・管理料を算定していない場合には、所定点数の100分の90に相当する
点数により算定する。

７別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方厚生局長等に届け出た保険医療機関において、当該保険医療機関における診療報酬の請求状況、診療の内

容に関するデータを継続して厚生労働省に提出している場合であって、注１本文に規定する別に厚生労働大臣が定める患者であって入院中の患者以外のものに対してリハビリテー
ションを行った場合は、リハビリテーションデータ提出加算として、月１回に限り50点を所定点数に加算する。

厚生労働省告示第54号 診療報酬の算定方法の一部を改正する件 2022-3-4

通則
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Ｈ００２運動器リハビリテーション料

(１) 運動器リハビリテーション料は、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方厚生（支）局長に届出を行った保険医療機関において算定するものであり、

基本的動作能力の回復等を通して、実用的な日常生活における諸活動の自立を図るために、種々の運動療法、実用歩行訓練、日常生活活動訓練、物理療法、応用的動作能力、社
会的適応能力の回復等を目的とした作業療法等を組み合わせて個々の症例に応じて行った場合に算定する。なお、マッサージや温熱療法などの物理療法のみを行った場合には第
２章特掲診療料第９部処置の項により算定する。

(２) 運動器リハビリテーション料の対象となる患者は、特掲診療料の施設基準等別表第九の六に掲げる患者であって、以下のいずれかに該当するものをいい、医師が個別に運動器
リハビリテーションが必要であると認めるものである。

ア急性発症した運動器疾患又はその手術後の患者とは、上・下肢の複合損傷（骨、筋・腱・靭帯、神経、血管のうち３種類以上の複合損傷）、脊椎損傷による四肢麻痺（１肢以上）、体
幹・上・下肢の外傷・骨折、切断・離断（義肢）、運動器の悪性腫瘍等のものをいう。

イ慢性の運動器疾患により、一定程度以上の運動機能及び日常生活能力の低下を来している患者とは、関節の変性疾患、関節の炎症性疾患、熱傷瘢痕による関節拘縮、運動器
不安定症、糖尿病足病変等のものをいう。

(３) 運動器リハビリテーション料の所定点数には、徒手筋力検査及びその他のリハビリテーションに付随する諸検査が含まれる。

(４) 運動器リハビリテーション料は、医師の指導監督の下、理学療法士又は作業療法士の監視下により行われたものについて算定する。また専任の医師が、直接訓練を実施した場
合にあっても、理学療法士又は作業療法士が実施した場合と同様に算定できる。

(５) 運動器リハビリテーション料を算定すべきリハビリテーションは、１人の従事者が１人の患者に対して重点的に個別的訓練を行う必要があると認められる場合であって、理学療法
士又は作業療法士と患者が１対１で行うものとする。なお、当該リハビリテーションの実施単位数は、従事者１人につき１日18 単位を標準とし、週108 単位までとする。ただし、１日24 

単位を上限とする。また、当該実施単位数は、他の疾患別リハビリテーション及び集団コミュニケーション療法の実施単位数を合わせた単位数であること。この場合にあって、当該従
事者が心大血管疾患リハビリテーションを実施する場合には、実際に心大血管疾患リハビリテーションに従事した時間20 分を１単位とみなした上で計算するものとする。

(６) 運動器リハビリテーション料(Ⅲ)の届出を行った保険医療機関（専従する常勤の理学療法士が勤務している場合に限る。）において、理学療法士及び作業療法士以外に、運動療

法機能訓練技能講習会を受講するとともに、定期的に適切な研修を修了しているあん摩マッサージ指圧師等の従事者が訓練を行った場合については、当該療法を実施するに当たり、
医師又は理学療法士が事前に指示を行い、かつ事後に当該療法に係る報告を受ける場合であって(１)から(５)までのいずれにも該当する場合に限り、運動器リハビリテーション料(Ⅲ)
の所定点数を算定できる。

(７) 運動器リハビリテーション料(Ⅱ)の届出を行った保険医療機関において、理学療法士及び作業療法士以外に、適切な運動器リハビリテーションに係る研修を修了したあん摩マッ

サージ指圧師等の従事者が訓練を行った場合については、当該療法を実施するに当たり、医師又は理学療法士が事前に指示を行い、かつ事後に当該療法に係る報告を受ける場
合であって(１)から(５)までのいずれにも該当する場合に限り、運動器リハビリテーション料(Ⅲ)の所定点数を算定できる。

(８) 理学療法士又は作業療法士等が、車椅子上での姿勢保持が困難なために食事摂取等の日常生活動作の能力の低下を来した患者に対し、いわゆるシーティングとして、車椅子

や座位保持装置上の適切な姿勢保持や褥瘡予防のため、患者の体幹機能や座位保持機能を評価した上で体圧分散やサポートのためのクッションや付属品の選定や調整を行った
場合にも算定できる。ただし、単なる離床目的で車椅子上での座位をとらせる場合は算定できない。

留意事項

診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について(通知) 本文 令和4年3月4日保医発0304第1号
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Ｈ００２運動器リハビリテーション料

(９) 運動器リハビリテーション料(Ⅰ)の届出を行った保険医療機関において、理学療法士及び作業療法士以外に、適切な運動器リハビリテーションに係る研修を修了したあん摩マッ

サージ指圧師等の従事者が訓練を行った場合については、当該療法を実施するに当たり、医師又は理学療法士が事前に指示を行い、かつ事後に当該療法に係る報告を受ける場
合であって(１)から(５)までのいずれにも該当する場合に限り、運動器リハビリテーション料(Ⅲ)の所定点数を算定できる。

(10) 「注１」に規定する標準的算定日数は、発症、手術又は急性増悪の日が明確な場合はその日から150 日以内、それ以外の場合は最初に当該疾患の診断がされた日から150 日
以内とする。

(11) 標準的算定日数を超えた患者については、「注４」及び「注５」に規定するとおり、１月13 単位に限り運動器リハビリテーション料の所定点数を算定できる。なお、その際、入院中の

患者以外の患者にあっては、介護保険によるリハビリテーションの適用があるかについて、適切に評価し、患者の希望に基づき、介護保険によるリハビリテーションサービスを受ける
ために必要な支援を行うこと。また、入院中の患者であって、介護保険法第62条に規定する要介護被保険者等であるものについては、「注５」に規定する点数をそれぞれの区分に従

い算定する。ただし、特掲診療料の施設基準等別表第九の八に掲げる患者であって、別表第九の九に掲げる場合については、標準的算定日数を超えた場合であっても、標準的算
定日数内の期間と同様に算定できるものである。なお、その留意事項は以下のとおりである。

ア特掲診療料の施設基準等別表第九の八第一号に規定する「その他別表第九の四から別表第九の七までに規定する患者であって、リハビリテーションを継続して行うことが必要で

あると医学的に認められるもの」とは、別表第九の四から別表第九の七までに規定する患者であって、リハビリテーションを継続することにより状態の改善が期待できると医学的に認
められるものをいうものである。

イ特掲診療料の施設基準等別表第九の八に規定する「加齢に伴って生ずる心身の変化に起因する疾病の者」とは、要介護状態又は要支援状態にある40 歳以上の者であって、そ
の要介護状態又は要支援状態の原因である身体上又は精神上の障害が、介護保険法第７条第３項第２号に規定する特定疾病によって生じたものであるものをいう。
(12) 「注２」に規定する加算は、当該施設における運動器疾患に対する発症、手術又は急性増悪後早期からのリハビリテーションの実施について評価したものであり、入院中の患者

又は入院中の患者以外の患者（大腿骨頸部骨折の患者であって、当該保険医療機関を退院したもの又は他の保険医療機関を退院したもの（区分番号「Ａ２４６」注４の地域連携診療
計画加算を算定した患者に限る。）に限る。）に対して１単位以上の個別療法を行った場合に算定できる。また、入院中の患者については、訓練室以外の病棟（ベッドサイドを含む。）
で実施した場合においても算定することができる。なお、特掲診療料の施設基準等別表第九の六第二号に掲げる患者については、手術を実施したもの及び急性増悪したものを除き、
「注２」に規定する加算は算定できない。

(13) 「注３」に規定する加算は、当該施設における運動器疾患に対する発症、手術又は急性増悪後、より早期からのリハビリテーションの実施について評価したものであり、「注２」に

規定する加算とは別に算定することができる。また、当該加算の対象患者は、入院中の患者又は入院中の患者以外の患者（大腿骨頸部骨折の患者であって、当該保険医療機関を
退院したもの又は他の保険医療機関を退院したもの（区分番号「Ａ２４６」注４の地域連携診療計画加算を算定した患者に限る。）に限る。）である。なお、特掲診療料の施設基準等別
表第九の六第二号に掲げる患者については、手術を実施したもの及び急性増悪したものを除き、「注３」に規定する加算は算定できない。

(14) 入院中の患者以外の患者（大腿骨頸部骨折の患者であって他の保険医療機関を退院したもの）が「注２」又は「注３」に規定する加算を算定する場合にあっては、区分番号「Ａ２４
６」の「注４」地域連携診療計画加算の算定患者である旨を、診療報酬明細書の摘要欄に記載する。

(15) 「注４」及び「注５」に掲げる標準的算定日数を超えてリハビリテーションを継続する患者について、月の途中で標準的算定日数を超えた場合においては、当該月における標準的
算定日数を超えた日以降に実施された疾患別リハビリテーションが13 単位以下であること。

(16) 「注６」における「所定点数」とは、「注１」から「注５」までを適用して算出した点数である。

(17) 「注７」に規定するリハビリテーションデータ提出加算の取扱いは、区分番号「Ｈ０００」心大血管疾患リハビリテーション料の(12)と同様である。

留意事項

診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について(通知) 本文 令和4年3月4日保医発0304第1号
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https://www.mhlw.go.jp/content/12404000/000907862.pdf

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00037.html

特掲診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて 保医発0304第3号 令和4年3月4日

施設基準Ｈ００２運動器リハビリテーション料

施設基準は、非常に多いので
ご自身でDLしてご確認ください。

https://www.mhlw.go.jp/content/12404000/000907862.pdf
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00037.html
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参考資料



Takamizu

67

＜レセプトの審査＞

レセプト審査は、都道府県や健康保険によって、解釈や運用にバラツキがあります。
今回のセミナーの解説は、必ずしも算定の絶対的な解釈や運用ではありません。
その点をお含みいただき・・・
都道府県厚生局、審査支払機関、健康保険組合等に相談しながらご判断下さい。

＜参考＞
●審査支払機関：47都道府県に2機関づつあります。
・社会保険診療報酬支払基金（社保）
・国民健康保険団体連合会（国保）

●審査枚数
・社会保険診療報酬支払基金：約8100万枚（月）
・国民健康保険団体連合会 ：約8400万枚（月）
全てを詳細に審査できないのが実情です。

●健康保険組合数
・全国に約3400の保険組合があり、そこでも審査をします。
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中央社会保険医療協議会総会（第356回）議事次第「横断的事項（その2）について」（2017年7月12日）（厚生労働省）
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中央社会保険医療協議会総会（第356回）議事次第「横断的事項（その2）について」（2017年7月12日）（厚生労働省）
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中央社会保険医療協議会総会（第356回）議事次第「横断的事項（その2）について」（2017年7月12日）（厚生労働省）
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中央社会保険医療協議会総会（第356回）議事次第「横断的事項（その2）について」（2017年7月12日）（厚生労働省）
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中央社会保険医療協議会総会（第356回）議事次第「横断的事項（その2）について」（2017年7月12日）（厚生労働省）
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中央社会保険医療協議会総会（第356回）議事次第「横断的事項（その2）について」（2017年7月12日）（厚生労働省）
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厚生労働省 令和2 年度における保険医療機関等の指導・監査等の実施状況
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WOCナーシング 2019年1月号（医学出版）

http://www.igaku.co.jp/wocnursing/wocnursing_1901.html

http://www.igaku.co.jp/wocnursing/wocnursing_1901.html
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http://www.igaku.co.jp/wocnursing/wocnursing_1901.html

http://www.igaku.co.jp/wocnursing/wocnursing_1901.html
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厚生労働省 解説資料 令和４年度診療報酬改定の概要 入院Ⅲ（短期滞在手術等・DPC PDPS） 2022-3-4

2022改定
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厚生労働省 解説資料 令和４年度診療報酬改定の概要 入院Ⅲ（短期滞在手術等・DPC PDPS） 2022-3-4

2022改定
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厚生労働省 解説資料 令和４年度診療報酬改定の概要 入院Ⅲ（短期滞在手術等・DPC PDPS） 2022-3-4

2022改定
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DPCはやわかりマニュアル2020 （田辺三菱製薬）

2020改定

2022改定も
ほぼ同じ
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(４) 基本診療料の施設基準等別表第五に掲げる画像診断及び処置並びにこれ

らに伴い使用する薬剤、特定保険医療材料又は区分番号「Ｊ２０１」酸素加算の
費用並びに浣腸、注腸、吸入等基本診療料に含まれるものとされている簡単な
処置及びこれに伴い使用する薬剤又は特定保険医療材料の費用については療
養病棟入院基本料に含まれる。

なお、療養病棟入院基本料を算定する日に使用するものとされた投薬に係る薬
剤料は、療養病棟入院基本料に含まれているものであるため別に算定できない。

ただし、「注１」のただし書の規定により、入院料Ｉを算定する場合については、こ
の限りではない。

診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について(通知) 本文 令和4年3月4日保医発0304第1号

留意事項

Ａ１０１ 療養病棟入院基本料
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https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000190899_00007.html

厚労省 中央社会保険医療協議会総会（第511回） ○診療報酬基本問題小委員会からの報告について 2022-1-19

https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000190899_00007.html
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厚生労働省 令和４年度診療報酬改定 解説資料 2022-3-4
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厚労省 中医協 令和３年度第１回診療報酬調査専門組織・医療技術評価分科会報告について 2021-11-4
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厚労省 中医協 令和３年度第２回診療報酬調査専門組織・医療技術評価分科会 2022-1-18
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厚労省 中央社会保険医療協議会総会（第511回） ○診療報酬基本問題小委員会からの報告について 2022-1-19
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厚労省 中央社会保険医療協議会総会（第511回） ○診療報酬基本問題小委員会からの報告について 2022-1-19
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https://jfcpm.org/docs/committee/member.pdf

https://jfcpm.org/docs/committee/member.pdf
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①再診料
一般病床が200 床未満の病院と診療所で算定します。

②外来診療料
一般病床が200床以上である病院で再診を行った場合に算定します。
再診料と異なり、500 cm2 未満の創傷処置や
皮膚科軟膏処置等は包括されていて算定できません。

一般病床200床のラインで異なる
再診の患者さんの診療報酬
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６第２章第３部検査及び第９部処置のうち次に掲げるものは、外来診療料に含まれるものとする。

ただし、第２章第３部第１節第１款検体検査実施料の通則第３号に規定する加算は、外来診療料に係る加算として別に算定すること
ができる。

イ尿検査
区分番号Ｄ０００からＤ００２－２までに掲げるもの
ロ糞便検査
区分番号Ｄ００３（カルプロテクチン（糞ふん便）を除く。）に掲げるもの
ハ血液形態・機能検査
区分番号Ｄ００５（ヘモグロビンＡ１C（ＨｂＡ１ｃ）、デオキシチミジンキナーゼ（ＴＫ）活性、ターミナルデオキシヌクレオチジルトランスフェ
ラーゼ（ＴｄＴ）、骨髄像及び造血器腫瘍細胞抗原検査（一連につき）を除く。）に掲げるもの
ニ創傷処置 100平方センチメートル未満のもの及び100平方センチメートル以上500平方センチメートル未満のもの
ホ削除
ヘ皮膚科軟膏処置 100平方センチメートル以上500平方センチメートル未満のもの
ト膀胱洗浄
チ腟洗浄
リ眼処置
ヌ睫毛抜去
ル耳処置
ヲ耳管処置
ワ鼻処置
カ口腔、咽頭処置
ヨ間接喉頭鏡下喉頭処置
タネブライザ
レ超音波ネブライザ
ソ介達牽引
ツ消炎鎮痛等処置

厚生労働省告示第54号 診療報酬の算定方法の一部を改正する件 2022-3-4

通則



Takamizu

91

Ｃ１０９在宅寝たきり患者処置指導管理料 1,050点

注１在宅における創傷処置等の処置を行っている入院中の患者以外の患者であって、

現に寝たきりの状態にあるもの又はこれに準ずる状態にあるものに対して、当該処置に
関する指導管理を行った場合に算定する。

２区分番号Ｂ００１の８に掲げる皮膚科特定疾患指導管理料を算定している患者につい
ては、算定しない。

厚生労働省告示第54号 診療報酬の算定方法の一部を改正する件 2022-3-4

通則
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Ｃ１０９在宅寝たきり患者処置指導管理料

(４) 在宅寝たきり患者処置指導管理料を算定している患者（入院中の患者を除く。）に

ついては、区分番号「Ｊ０００」創傷処置、区分番号「Ｊ００１－７」爪甲除去（麻酔を要し
ないもの）、区分番号「Ｊ００１－８」穿刺排膿後薬液注入、区分番号「Ｊ０５３」皮膚科軟
膏処置、区分番号「Ｊ０６３」留置カテーテル設置、区分番号「Ｊ０６０」膀胱洗浄、区分番
号「Ｊ０６０－２」後部尿道洗浄（ウルツマン）、区分番号「Ｊ０６４」導尿（尿道拡張を要す
るもの）、区分番号「Ｊ１２０」鼻腔栄養、区分番号「Ｊ０４３－３」ストーマ処置、区分番号
「Ｊ０１８」喀痰吸引、区分番号「Ｊ０１８－３」干渉低周波去痰器による喀痰排出、区分番
号「Ｊ１１８」介達牽引、区分番号「Ｊ１１８－２」矯正固定、区分番号「Ｊ１１８－３」変形機
械矯正術、区分番号「Ｊ１１９」消炎鎮痛等処置、区分番号「Ｊ１１９－２」腰部又は胸部
固定帯固定、区分番号「Ｊ１１９－３」低出力レーザー照射及び区分番号「Ｊ１１９－４」肛
門処置の費用（薬剤及び特定保険医療材料に係る費用を含む。）は算定できない。

診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について(通知) 本文 令和4年3月4日保医発0304第1号

留意事項
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お薦め

●GemMed （グローバルヘルスコンサルティング）
https://gemmed.ghc-j.com/

●テルネット（テルモ）
https://www.terumo.co.jp/medical/index.html?url=https://www.terumo.co.jp/medical
/useful/terunet.html

●アルメディアWEB（アルケア）
https://www.almediaweb.jp/

●メンリッケアドバンテージ（メンリッケ）
https://www.molnlycke.jp/education/

●スミス・アンド・ネフュー 在宅医療関連情報（S&N)
https://www.smith-nephew.com/japan/catalog/zaitakuhoken/

●スリーエムジャパン 医療用製品事業部 （3M）
https://www.3mcompany.jp/3M/ja_JP/medical-jp/#MMM--Drawer-2-Desktop
（↓高水の連載）

https://www.3mcompany.jp/3M/ja_JP/medical-jp/topics/7/

https://gemmed.ghc-j.com/
https://www.terumo.co.jp/medical/index.html?url=https://www.terumo.co.jp/medical/useful/terunet.html
https://www.almediaweb.jp/
https://www.molnlycke.jp/education/
https://www.smith-nephew.com/japan/catalog/zaitakuhoken/
https://www.3mcompany.jp/3M/ja_JP/medical-jp/#MMM--Drawer-2-Desktop
https://www.3mcompany.jp/3M/ja_JP/medical-jp/topics/7/

